
Why 
We 
Do it?
メディアドゥはなぜコンテンツにこだわり、 
コンテンツの可能性を追求するのか？
CEOが企業理念に込めた思い、そして、メディアドゥが 
コンテンツの可能性を切り拓くために目指す方向性をお伝えします。

12_CEO Message

18_特集1：コンテンツの可能性を切り拓く
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CEO Message
当社グループは、「ひとつでも多くのコンテンツを、 
ひとりでも多くの人へ」届けるために、コンテンツとコンテンツ、 
コンテンツと人、コンテンツとテクノロジーを繋ぐ存在として、 
その「Posit ion」の一層の強化を図りながら、社会に与える 
インパクトを最大化していきます。

代表取締役社長 CEO

藤
ふ じ た

田 恭
や す し

嗣
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より広い事業領域で、 

より大きなインパクトを起こしていく

メディアドゥグループは何のために存

在するのか。経営におけるあらゆる場

面で立ち返る原点となるのが、「著作

物の健全なる創造サイクルの実現」と

いう私たちのMISSIONです。著作物

を創造するのは著作者であり、著作物

により得られた収益を著作者に還元す

る仕組みなくしては、著作物の創造サ

イクルは成り立ちません。これまで、当

社グループは電子書籍流通事業を主

な生業として成長し続けてきました。

また、そのような仕組みを電子書籍（デ

ジタル）の世界で実現し、著作権法第

一条の文言を借りれば、「文化の発展

に寄与」してきたと自負しています。出

版社などから正規版のコンテンツをお

預かりし、広く頒布することに真摯に

取り組 んできた 結 果として 現 在 の

「Position」、つまり業界における「信

頼」と人や情報へのアクセスが確立さ

れ、売上高1,000億円を突破するまで

に成長することができたといえます。

　しかし、これは通過点です。MISSION

に掲げる「著作物」には、書籍だけでは

なく、音楽や映像といった様々な知的創

造物が含まれます。出版業界にとどまら

ず、より広い事業領域で、より大きな

インパクトを起こしていくこと。それが、

当社グループのMISSIONであり、私が

創業以来目指してきたことでもあります。

　 電 子 書 籍 流 通 事 業 で 培ってきた

「Position」と「Technology」、つまり出

版業界・コンテンツ業界における「信頼」

とDX推進をリードできる「技術力」を生

かすことで、コンテンツ業界の変革・進

化を支える存在になることができると

私は確信しています。このような思いを

持って策定したのが、2027年2月期を

最終年度とする５カ年の中期経営計画

（以下、当中計）です。当中計期間中に、

これまで培ってきたメディアドゥの「信

頼」を土台として、電子書籍流通事業

に次ぐ新たな収益の柱を構築し、「電子

書 籍 流 通 事 業 のメディアドゥ」から

「コンテンツ業界に貢献するメディア

ドゥ」への進化を成し遂げていきます。

中期経営計画の初年度は、 

想定通りの滑り出しに

当中計では、新たな収益の柱を構築す

るべく、「インプリント事業」「国際事業」

「IP・ソリューション事業（旧：出版ソ

リューション事業）」「FanTop事業（旧：

ファンマーケティング事業）」を戦略投

資事業と位置付けました。売上高の約

9割を電子書籍流通事業が占める事

業・収益構造となっていますが、引き続

き電子書籍流通事業の拡大に注力し

ながらも、利益率の高い戦略投資事業

への積極投資を行うことで、当中計最

終年度の2027年2月期には、戦略投資

事業の売上高の割合を25％、EBITDA

の割合を50％まで引き上げる方針で

す。これにより、売上高1,500億円、営

業利益85億円の達成を目指します。

　当中計の初年度である2023年2月

期については、売上高1,016億円、営

業利益23億円と、前期比では減収減

益となりました。ただし、当中計策定

当初から売上高1,000億円、営業利益

20億円を見込んでいましたので、ほぼ

想定通りの滑り出しといえます。減収

減益となった要因としては、大きく2つ

あります。一つが、2022年2月期に取

引 先 の 書 店 が 実 施した 大 型 キャン

ペーンの反動による一過性の売上の

減少、もう一つが、主要取引先の商流

変更に伴う売上の減少*1です。これら

2つの特殊要因を除けば、2022年2月

期の売上高が797億円であるのに対

し、2023年2月期は886億円と、前期

比で2桁成長を実現しており、引き続き

成長トレンドを維持できたと考えてい

ます。
*1  詳細は、2022年4月14日付発表の「主要取引先と

の取引状況と今期業績予想に関するお知らせ」を
ご参照ください。

電子書籍流通事業
社内外のコミュニケーションを深め、
オペレーショナルエクセレンスの 

実現を追求する

主力事業である電子書籍流通事業は、

電子書籍市場が堅調に成長する中で、

流通シェアの拡大および出版業界にお

ける「信頼」の土台の構築を着実に進

めることができています。

　コロナ禍における巣ごもり消費によっ

て、電子書籍市場は大きく伸長しまし

た。その影響は既に一巡しており、成長

率は低下したものの、引き続き堅調に

伸長する見込みです。4年後には8,000

億円を超える*2といわれており、市場環

境としては追い風であることに変わりは

ありません。しかし、当社グループとし

ては手綱を緩めることなく、適切なリス

クテイクをしながらオペレーショナルエ

クセレンスの実現を追求していかなくて

はならないと考えています。

　このような中で、危機感を持ってい

たのが、コロナ禍における社内外との

共創や連携の希薄化でした。そもそ

も、電子書籍流通事業は、出版社と電

子書店の間に存在し、双方の取引先と

コミュニケーションをとりながら、様々

なソリューションをシステムとして開発

することによって成長してきた事業で

す。しかし、コロナ禍により、取引先と

のコミュニケーションやソリューション

の提案を、オンラインで行わなければ

ならない状況となりました。また、社内

においても、取引先の営業担当と、シス

テムを開発するエンジニアとのコミュ

ニケーションはオンラインが主流にな

り、本当に伝えたいことが、なかなか伝

わらないというもどかしさを互いに感

じていたように思います。

　このままでは、取引先との関係性の

低下や、ソリューションの質の低下に

繋がるのではないかという懸念があっ

たことから、その解決の糸口とすべく、

2022年9月に本社8Fオフィスの全面

改装を実施しました。オフィスの改装

により、出社率はオフィス改装直前の

36.8％に対して、2023年3月末の時点

では65.6％に上昇しました。社内環境

も整ったことで、社員同士のコミュニ

ケーションが活発化しています。取引

先との会議もオンラインからオフライン

に切り替わってきており、社内外との

共創や連携が強まってきていると感じ

ています。実際、オフィスにお越しいた

だいた出版社をはじめとした取引先等

からも、「こうした取り組みができるの

は、中間に位置するメディアドゥならで

は」といったお声もいただいています。

引き続き、リモートワークの利点を生

かしながらも、社内外のコミュニケー

ションを深めることに注力し、オペレー

ショナルエクセレンスの実現に繋げて

いきます。
*2  出所：インプレス総合研究所「電子書籍ビジネス調

査報告書2022」より

戦略投資事業
新たな収益の柱の構築に向けて 

着実に進展

戦略投資事業については、まだ利益貢

献には至っていない状況ですが、新た

な収益の柱の構築に向けて着実に進

展した1年となりました。

　特に期待を寄せているのが、2021

年に立ち上げ、ブロックチェーンを用

いたテクノロジーであるNFT（Non-

Fungible Token）を活用し、デジタル

コンテンツの新たな流通モデルの構築

を目指して本格化しているFanTop事

業です。NFTの登場により、これまで

複製可能だったデジタルアイテムに固

有性、つまり資産としての価値を付与

可能になりました。その結果、デジタル

アートのような1点もののアイテムを高

額で取引するマーケットプレイスが世

界中で乱立する傍ら、贋作や偽物の出

現といった問題も起きています。こうし

た市場の立ち上がりに対して当社グ

ループは、約四半世紀にわたり、業界

に深く根ざしながら「本物のコンテン

ツ」のみを取り扱ってきた実績と信頼

からもたらされる「Position」を強み・

特長として最大活用できるコンテンツ

領域に特化することで、差別化したプ

ラットフォームの構築に挑戦していま

す。同時に、デジタルのみならずフィジ

カル／リアルにもリーチする仕組み、つ

まり紙の本やそれを取り扱う書店と

いったリアルな要素も一つのプラット

フォームへと集約・融合することでコン

テンツの価値や流通を最大化させてい

くというものであり、その結節点となる

のが「FanTop」なのです。

　こうした展望を踏まえて、（株）トー

ハンとの協働のもと目下最も注力して

いるのが「NFTデジタル特典付き出版

物」で、マーケティング期間としてこれ

までに約50万冊に特典を付帯しまし

た。結果として、販売単価（2022年1

月から現在までに販売した「NFTデジ

タル特典付き出版物」の平均値）は約

33％上昇し、実売率（初版発売日から

30日間における計算（重版含まず））も

約37pts上昇しました。企画協力社数

は70社超、タイトル数も120点を数え

るまでとなるなど、「NFTデジタル特典

付き出版物」は僅かではありますが、

着実に出版業界の活性化に貢献でき

たのではないかと考えています。

　また、読者がNFTデジタル特典を取

得するためには、必然的に「FanTop」

に 会 員 登 録 する 必 要 が あるた め、

「NFTデジタル特典付き出版物」の発

行数の増加は、会員数の増加に繋がり

ます。会員数は、プラットフォームビジ

ネスの肝であり、FanTop事業の成功

の鍵を握っています。現在、日本国内

で流通している出版物は年間20億冊

程度ありますので、「NFTデジタル特典

付き出 版 物 」の 発 行 数を、百 万 冊、

一千万冊、一億冊と伸ばしていくこと

が当社が越えなくてはならないハード

ルといえます。これまでの取り組みを

通じて、「FanTop」の可能性や克服す

べき課題、また、他のNFTマーケットと

の差別化要素も明確になってきまし

た。それらを踏まえ、「NFTデジタル特

典付き出版物」の流通量の拡大加速

やFanTopアプリ自体の使い勝手、つ

まりUIやUXの不断の改善に取り組み、

「FanTop」の会員数増加を図ることに

より、プラットフォームとしての価値を

高めていきます。
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べく、サステナビリティ推進委員会を設

置しています。その取り組みの一環とし

て、サステナビリティ基本方針の策定

及び取り組むべき経営上の重要課題

（マテリアリティ）の特定を行い、2023

年5月に公表しています。「自然資本の

保護と最適活用」「著作物の創出サイク

ルと価値の最大化」「働きやすい環境整

備とwell-beingの実践」といった10の

マテリアリティを軸に、社会のサステナ

ビリティと企業のサステナビリティの同

期化をより深化させ、長期的かつ持続

的な企業価値向上を図っていきます。

　また、マテリアリティの特定プロセス

において、経営陣のみならず、社員を巻

き込みながら、当社グループの課題を

抽出・分析し、取締役会での議論を経

て、それらを言語化できたことは大き

な収穫であったと考えています。言語

化することで、課題に対する共通認識

が生まれ、課題を乗り越えた先にある

可能性も見えてきました。マテリアリ

ティに取り組むことは、当社グループ

の強みを際立たせ、他社とは異なる独

自性の高いポジションを手に入れるこ

とにも繋がると考えています。

　100年先まで続く企業体の実現に向

けて、特に重要となるのが、経営陣は

もちろん、社員一人ひとりが、誰にバ

トンを渡せば当社グループがコンテン

ツ業界における責任を果たし続けられ

るのかというところまで考え、次の世

代、そして、さらにその次の世代へと繋

いでいく意識を持つことです。そのよう

な意識を醸成していくためには、冒頭

で申し上げた「メディアドゥグループは

何のために存在するのか」ということを

しっかりと説明したうえで、社員の成長

を促していく必要があります。社員一

人ひとりが、「メディアドゥにいるから

こそ達成できること」を見つけ、次世代

に貢献する「レガシー」を残していく。

このサイクルを創造することで、100年

先まで続く企業体への道は自ずと拓か

れていくものと確信しています。

競争優位を核に社会インパクトの 

最大化を図る

当中計の最大の課題である「新たな収

益の柱の構築」に向けて、確かな一歩

を踏み出すことができました。中でも、

「FanTop」は、FanTop事業自体の成

長はもとより、電子書籍流通事業や、

他の戦略投資事業の成長にも貢献し、

当社グループ全体の収益を引き上げる

起爆剤となることが期待できます。「電

子書籍流通事業のメディアドゥ」から

「コンテンツ業界に貢献するメディア

ドゥ」への進化を実現する橋頭堡を築

くことができたといえる一方で、挑戦は

まだ始まったばかりです。

　コロナ禍を経て、コンテンツが持つ

可能性は人々の生活や豊かな文化形

成にとって、欠くことのできない重要な

ものだという認識はより深まったと思

います。「著作物の健全なる創造サイク

ルの実現」とは、まさにこのコンテンツ

が持つ無限の可能性を信じ、そうした

コンテンツであふれる世界を実現して

いくことです。

　当社グループはコンテンツ業界を主

戦場として事業を続け、約四半世紀が

経ちました。これからもこの間に培わ

れた当社グループの最大の競争優位

である「Position」を最大限活用し、

コンテンツ業界だけでなく社会が抱え

る課題に真正面から立ち向かい、様々

なコンテンツ・IPホルダーとの協働に

より、新たなイノベーションを誘発して

いきます。そして、当社グループは、「ひ

とつでも多くのコンテンツを、ひとりで

も多くの人へ」届けるために、コンテン

ツとコンテンツ、コンテンツと人、コン

テンツとテクノロジーを繋ぐ存在とし

て、その「Position」の一層の強化を

図りながら、社会に与えるインパクトを

最大化していきます。

　株主・投資家をはじめとしたステー

クホルダーの皆様におかれましては、

引き続き当社グループへのご理解とご

支援を賜りますよう、よろしくお願いい

たします。

2023年8月

代表取締役社長 CEO
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　次に、IP・ソリューション事業です。

コンテンツ業界は、コロナ禍によって需要

の急拡大やサービス提供方法の多様化

といった変化が促されました。他方、世

界で最も多くのマンガコンテンツを有し

ているのは日本であり、ストーリー性の高

さにも定評があるため、この日本の原作

創出能力をより発展、高度化させること

でより多くのコンテンツを世界に送り出

していきたいと考えています。中でも、当

社が2021年にグループ化した小説投稿

サイト「エブリスタ」は、現時点で掲載作

品数業界No.1、MAU（月間アクセス数）

は業界4位となっており、読者数は260万

人超で、8万人超の作家が作品を投稿し

ています。その一つである『カラダ探し』

は、ノベライズやコミカライズに加え、映

画化が実現しました。このように「エブリ

スタ」発のIPのマルチメディア化を推進す

べく、作品に付加価値をつける体制の拡

充に取り組み、出版社等への提案数は

2022年の100作品から2023年は600作

品以上までに増加しています。より多くの

読者に楽しんでいただける作品が「エブ

リスタ」に集まり、それらがさらに新たな

コンテンツを生む好循環を構築していく

ことで、コンテンツビジネスのコアとなる

機能を獲得・発展させていきます。

　その他にも近年、縦スクロールコミッ

ク（TSC）の市場規模が大きく伸びてい

ます。2022年にはグローバルで6,300

億円ほどの市場規模でしたが、2028年

には3兆円を超えるまでに成長するとい

われています。この領域でも「エブリス

タ」の原作創出能力を活用するだけで

なく、韓国企業に資本参加し、TSCを

制作している現地のスタジオに出資す

ることで制作ケイパビリティの強化の取

り組みを進めています。

　また、インプリント事業については、主

要な子会社である（株）日本文芸社の売

上拡大に向けて、トーハンとの連携に加

え、「FanTop」との連携を活用することで

事業シナジーを追求するとともに、配本

コントロールやデジタル化の推進といっ

た自己変革にも取り組んでいく考えです。

　最後に、国際事業では、2021年に買

収した 米 国 の 出 版SaaS企 業 である

Firebrandグループを軸に欧米でのマー

ケットシェア拡大に努めているほか、

FanTop事 業 の 欧 米 展 開 を 視 野 に、

Firebrandグループとの協議を進めてい

ます。

新たなテクノロジーをコンテンツ業界
に実装していく

テクノロジーには、業界の構造や常識を

瞬く間に変えてしまう力があります。だ

からこそ、世の中にどのように実装すべ

きかを長期的視点に立って考えなくて

はなりません。例えば、電子書籍の海

賊版サイトが席巻するようなことがあれ

ば、短期的には、コンテンツが読者に広

まることに繋がるかもしれませんが、著

作者や出版社に収益が還元されず、結

果としてコンテンツが生み出されなくな

るでしょう。

　一方で、全てがデジタル化されればい

いのかといえばそうではなく、フィジカ

ル／リアルが持つ価値も維持する必要

があります。国内の出版市場トレンドを

例に挙げると、近年は電子書籍の伸長

により全体としては底打ちからの反転傾

向にありますが、リアル書店の数はこの

20年で約半分ほどになりました。これが

続けば、著作物の再生産サイクルが滞る

だけでなく、多様な本との偶発的な出会

い（セレンディピティ）や知的好奇心を満

たす場が減少し、ひいては教育・文化水

準の低下に繋がりかねない大きな社会

課題だと認識しています。

　当社グループが目指すのは、出版業

界やコンテンツ業界が抱えるこうした課

題に対して、最適なテクノロジーを実装

しながらその解決に貢献することで、

「著作物の健全なる創造サイクルの実

現」を果たしていくことです。そうした中

で「NFTデジタル特典付き出版物」は、

著作者や出版社に新たな収益機会を提

供するだけでなく、2次流通や3次流通

においては、リアル書店に利益を還元す

る仕組みへと発展させることも可能で

す。この取り組みが認知・浸透し、デ

ファクト化できれば書籍のみならず、音

楽や映像といった様々なコンテンツへも

応用することはそう難しいことではない

と考えています。

　これまでも当社はテクノロジーによっ

て、「ひとつでも多くのコンテンツを、ひ

とりでも多くの人へ」届けるために、電

子書籍というコンテンツの流通を支えて

きました。これからもNFTテクノロジー

のような先端テクノロジーを用いながら、

デジタルのみならずフィジカル／リアル

にもフィールドを広げつつ、あらゆるコン

テンツの創出バリューチェーンに寄与す

るプラットフォームの構築とその先にあ

る社会課題の解決に挑戦していきます。

企業理念を体現することが、 

必然的に持続可能な組織へと繋がる

このような役割を果たし、「文化の発展

に寄与」し続けるために必要なことは、

企業理念を体現することにほかならず、

それに向き合うことが自ずと当社グルー

プを50、100年続く組織へと変えていく

のだと考えています。2022年6月に、環

境問題や社会課題を、事業活動及び企

業価値創造にインパクトを与え得るファ

クターとして、より経営戦略に取り込む
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Q1Q1 
書籍をはじめとしたコンテンツの  
社会的意義と、出版業界の抱える課題は？

Q2Q2 
メディアドゥはどのように出版業界に 
貢献していくのか？

Q3Q3 
メディアドゥが新規事業領域を 
広げていくうえでのご自身の役割は？

Q4Q4 
「 IP」を軸としたビジネスを展開するために、 
メディアドゥに必要なこととは？

執行役員 
（IP・ソリューション事業担当）

安
あ ん ど う

藤 晃
て る よ し

義

取締役副社長 COO

新
に い な

名 新
し ん

コンテンツの 
可能性を切り拓く
電子書籍流通事業を基盤に「コンテンツを届ける」ことによって

コンテンツ業界に貢献してきたメディアドゥグループが

なぜ「コンテンツを生み出す」事業領域へと踏み出していくのか。

メディアドゥグループが戦略投資事業と位置付ける

新規事業領域を拡大していく意義と、今後の展望について、

当社取締役副社長 新名 新と執行役員 安藤 晃義の両名に伺いました。

特集1
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コンテンツの社会的意義は、文化を豊かにすること、ま

た、社会の価値観の多様性を育むことにあると思ってい

ます。偏った価値観しか認められない社会というのは変

化に対して脆弱である一方、多様な価値観が認められる

社会は変化に対し強靭であり、これは人類の歴史におけ

る様々な事例が証明していることです。したがって、 

現在の変化の激しい世の中にあって、コンテンツの社会

的意義はますます重要になっているのではないでしょ

うか。

　ただし、そのためには、多様なコンテンツが生まれ、多

くの人々がそれにアクセスできる状態が実現されてい

なくてはなりません。出版物について、その役割を果た

すのが出版業界であり、だからこそ、当社グループは「ひ

とつでも多くのコンテンツを、ひとりでも多くの人へ」

というVISIONを掲げているのです。

　単純化すると、出版業界には「著作物を生み出す機能」

と「著作物を読者まで届ける機能」の2つの重要な機能

があります。前者に属するのが著作者や出版社、後者に

属するのが出版取次や書店であり、これらが水平分業す

ることで出版業界は成り立ってきました。ですが、出版

業界の現状を見ていると、この構造に限界が来ているよ

当社グループは、出版業界の中でも電子書籍市場で存在感

を高めてきました。電子書籍の世界においても、リアルと電

子の違いこそあれ、水平分業により成り立っていることに変

わりはありません。当社グループの主力事業である電子書籍

流通事業は、先ほどの「著作物を生み出す機能」と「著作物

を読者まで届ける機能」に当てはめると、後者の機能の一角

を担う出版取次に該当します。

　電子書籍の市場規模は紙の書籍とは異なり、順調に伸び

ています。さらに、2019年以降はコロナ禍における巣ごもり

需要を受けて、急速に伸長しました。その結果、紙と電子書

籍を合わせた出版業界全体の市場規模も右肩上がりに推移

しています。当社グループも出版社や書店の業務負荷軽減・

効率化に貢献することによって、その一翼を担っており、

2023年2月期の流通国内シェアは36％と、確固たる地位を

確立しています。

　では、電子書籍においては、現状の水平分業を前提とした

構造で問題はないのかというと、それは違うと思っています。

例えば、電子書籍には、紙の書籍よりも複製や流通が圧倒的

に簡単ですが、一度流通が始まると消えてなくならないとい

う特性があります。そのため、将来にわたって無限に積み上

がっていくコンテンツをどのように管理し続けるのかという

深刻な課題があります。このような課題は、部分最適の考え

方で対処しきれるものではなく、いずれ様々な問題が顕在化

してくることが予想されます。

うに感じられます。代表的な例が、書店の経営不振と、

それによる国内書店数の減少であり、この25年ほどで約

3分の1にまで減少しました。インターネットの普及や

グローバル化の進展などにより、社会構造が大きく変化

し、複雑化する中で、様々なところで綻びが生じ、「著作

物を生み出す機能」と「著作物を読者まで届ける機能」

の両者がうまく噛み合わなくなってしまっているのが、

出版業界が抱える大きな課題であるといえます。水平分

業のもと、それぞれが部分最適を求める現状の構造で

は、世の中の変化に対応しきれなくなっているわけです。

このままでは、冒頭で申し上げたようなコンテンツの社

会的意義が損なわれてしまうでしょう。私は長年にわた

り出版業界に携わってきましたが、現在の出版業界は、

このような構造そのものを全体最適の観点から見直す

べき岐路に立たされていると考えています。

　当社グループは現中期経営計画（以下、中計）において、イン

プリント事業、IP・ソリューション事業、国際事業、FanTop事

業の4つを戦略投資事業と位置付け、新規事業領域の拡大を

進めていますが、単に事業成長だけを目指しているのではあ

りません。当社グループが持つ「著作物を読者まで届ける機

能」に、「著作物を生み出す機能」を加え、出版の重要な機能

を兼ね備えるという重要な目的があります。これにより、出版

業界が抱える様々な課題を全体最適の観点から解決し、業界

でリーダーシップを取れるような存在になることを目指しま

す。また、電子出版だけではなく、紙の出版も視野に入れてい

ます。2021年に業務提携を行った出版取次大手の（株）トー

ハンとの連携も順調に進んでいますので、当社グループの強

みであるテクノロジーを活用することにより、紙と電子の双方

で、出版業界全体に貢献していきたいと考えています。

　中計の1年目を終え、インプリント事業では、（株）日本文芸

社をはじめ、当社グループ入りした出版社がそれぞれの独自

性を発揮しつつありますし、まだ業績には結びついていない

ものの、縦スクロールコミックの作品も出始めました。また、

FanTop事業の「NFTデジタル特典付き出版物」は、まさに紙

と電子の双方から出版業界の活性化に貢献しています。そし

て、安藤執行役員が管掌するIP・ソリューション事業では、小

説投稿サイト「エブリスタ」から生まれた『カラダ探し』が

2022年に映画化されました。新たなコンテンツを生み出す仕

組みとして、「エブリスタ」には大いに期待しているところです。

新
に い な

名  新
しん

取締役副社長 COO

（株）中央公論新社、（株）KADOKAWA を経て、（株）出版デジタ
ル機構 代表取締役社長に就任。メディアドゥとの合併により、
2018年より現職。2020年から海賊版対策の業界団体である 

（一社）ABJの代表理事に就任。

Q1 Q1 

Q2 Q2 

書籍をはじめとしたコンテンツの社会的意義と、 
出版業界の抱える課題は？

メディアドゥはどのように出版業界に貢献していくのか？

コンテンツの可能性を切り拓く コンテンツの可能性を切り拓く
特集 特集

紙と電子を合わせた市場規模推移
（兆円）

ʼ95 ʼ96 ʼ97 ʼ98 ʼ99 ʼ00 ʼ01 ʼ02 ʼ03 ʼ04 ʼ05 ʼ06 ʼ07 ʼ08 ʼ09 ʼ10 ʼ11 ʼ12 ʼ13 ʼ14 ʼ15 ʼ16 ʼ17 ʼ18 ʼ19 ʼ20 ʼ21（年）

1兆6,742億円

 紙書籍　  紙雑誌　  電子コミック　  電子書籍　  電子雑誌
出所：出版科学研究所
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私 は、2022年 に当 社グループ に 入 社 する以 前 は、（ 株 ）

KADOKAWAにおいて、主に出版営業とデジタルマーケティン

グの分野でキャリアを積んできました。つまり、「著作物を生

み出す機能」に属する業務に携わってきたということです。そ

の中で、新名副社長が言及していたような出版業界の構造上

の問題を私自身も感じていました。苦労して生み出された著

作物も、読者に届かなければ意味がありません。そのような

課題感から、コンテンツを生み出す側だけではなく、コンテン

ツを届ける側にも関わりたいと考え、当社グループへの入社

を決めました。外の目から見たとき、当社グループはコンテン

ツを「正しく」届けることに長けています。「正しく」とは、「速

く」であったり、「公平に」であったり、様々な要素を包含して

おり、当社グループの電子書籍取次事業者としての安定感、

安心感は際立ったものがあると思っています。

　当社グループが新規事業領域を広げていくうえで、私自身

に求められていることとしては、今お話したようなキャリアの

中で培ってきたIPビジネスの知見やノウハウを当社グループ

の中に注入していくことだと認識しています。このたび、私が

管掌する出版ソリューション事業の名称をIP・ソリューション

事業に変更しましたが、そこには、「出版」という枠にとらわ

れず、著作物をはじめとしたコンテンツ自体や、そこから派生

当然のことながら、核となる有望な「IP」を創出、もしくは発

掘することが重要です。しかし、そこには確実な攻略法があ

るものではなく、当たり外れが当然あります。だからこそ、一

点に経営資源を過度に集中させるのではなく、例えるなら日

本の総合商社が幅広い事業ポートフォリオを構築することで

レジリエンスを高めているように、「IP」の創出、発掘に繋が

る手立てを複数準備し、最適な資源配分を行う必要がありま

す。そのためには、いわゆるコンテンツマインドを有する人材

を確保、育成しなくてはなりません。当社グループにそうし

た人材はまだ少ない印象ですので、まずはIP・ソリューション

事業、インプリント事業が主体となり、採用を積極化している

ところです。

　一方、有望な「IP」の価値を最大化するという観点につい

ては、先ほど申し上げたマルチメディア化のように、ある程度

当社グループ内にも成功事例やノウハウが蓄積されており、

これまで培ってきた「著作物を読者まで届ける機能」を十二

分に発揮することができると考えています。さらに、現在グ

ループ全体を挙げて注力しているFanTop事業のNFTは、

コンテンツ業界のゲームチェンジを起こす可能性を秘めたテ

したキャラクターなどの「IP」を軸としたビジネスを展開して

いきたいという思いがあります。

　新名副社長も触れた「エブリスタ」は、コンテンツを生み出

す場として重要な役割を果たしているほか、私はインプリン

ト事業も管掌していますので、有望なコンテンツに出資する

ことも視野に入れながら、新規「IP」の発掘を進めています。

また、『カラダ探し』のように、映像化をはじめとしたマルチメ

ディア化にアプローチしていくことが、IPの価値を高めるだ

けでなく、当社グループのブランディングを高めるという観

点からも即効性があることから、引き続き出資も含めて積極

的に取り組みます。加えて、まだまだ小規模ではありますが、

音声ビジネスなどへもアプローチするなど、あらゆる手段を

講じてIPの価値最大化を図り、新しい事業領域を広げていき

たいと考えています。

クノロジーであり、「IP」の価値を高める大きな推進力になる

ことも期待できます。

　コンテンツを生み出し、それを「正しく」ユーザーに届け、

コンテンツの価値を最大化する。現状の水平分業に基づく

コンテンツ業界の課題を解決し、このようなことを一つの企

業体の中で実現できるのは、当社グループをおいてほかには

ないと自負しています。もちろん、多くの人々を魅了するよう

な「IP」の創出、発掘を簡単にお約束することはできません。

しかし、決して諦めることなく、覚悟を持って、これからもク

リエイターに寄り添っていきます。そして、チャンスが訪れた

ときには、当社グループの総力を結集し、その価値を最大化

していきます。

　当社グループが新規事業領域を拡大することは、「ひとつ

でも多くのコンテンツを、ひとりでも多くの人へ」という

VISIONの実践に繋がるものであると同時に、コンテンツ業

界全体の活性化に資するものであると考えています。ステー

クホルダーの皆様には、新たなステージへと踏み出すメディ

アドゥグループに、是非ご期待いただきたいと思います。

安
あんどう

藤  晃
てるよし

義
執行役員（IP・ソリューション事業担当）

（株）KADOKAWA に入社し、事業推進、営業統括などに従事し
たのち、同社子会社等の要職を歴任。2022年に当社に入社し、 
現職。

Q3 Q3 

Q4 Q4 

メディアドゥが新規事業領域を広げていくうえでのご自身の役割は？

「 IP」を軸としたビジネスを展開するために、 
メディアドゥに必要なこととは？

コンテンツの可能性を切り拓く コンテンツの可能性を切り拓く
特集 特集

エブリスタが運営する小説投稿サイトにある作品や日本文芸社が原作を有する作品のマルチメディア化を推進

ドラマ化
音楽配信

ゲーム化

映像化

コミカライズ

IPの創出

IPを多角的に表現することで、よりIPの価値を高める。
©ウェルザード・村瀬克俊／集英社、©「カラダ探し」製作委員会、©袴田十莉・もぁらす／双葉社・エブリスタ、©「liar」製作委員会、 

©夏川ゆきの・黒沢明世／マンガボックス、©「にぶんのいち夫婦」製作委員会、©嶋伏ろう／梅澤夏子／めちゃコミックオリジナル、©二宮正明、 
©リチャード・ウー　コウノコウジ、©テレビ朝日、© 2023 Disney and its related entities

IP価値の最大化
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NFTとはNon-Fungible Token（＝非代替性トークン）の略称で、配信音源や電子書籍といったデジタルコンテンツ一つひとつ

に対して、唯一無二の記録データ（＝トークン）をつけるテクノロジーのことです。

　これまでのデジタルコンテンツは配信されている電子書籍や音楽、映像をユーザーが楽しむ、いわば消費型のコンテンツで

した。NFTテクノロジーによってこれら一つひとつへ唯一無二の記録データをつけることで、識別番号が付加されるため、誰で

もNFTの持ち主がわかるようになり、同時にハッキングや変更、削除は不可能となります。また、保有者が他のユーザーとの間

で売買することも可能となるため、デジタルコンテンツに資産性を持たせることができます。以上のように、NFTテクノロジーに

よって、コンテンツのファンは集める楽しみ方、ファン同士で繋がりを持つ楽しみ方の2つの楽しみ方が可能となりました。

FanTop事業ではNFTを用いて、紙の書籍にデジタルアイテム等の付加価値を

つけ、その世界観を拡張するようなサービスを提供しています。ただし、あくま

でもNFTはテクノロジーの一つであり、これをいかに書籍の価値を高めるため

に活用するのか、いかにコンテンツの価値を高めていくのかは、私たちの創意

工夫次第です。例えば、動画や音楽の付帯をはじめ、電子書籍の形式でオリジ

ナルとは異なるアナザーストーリーを付帯するなど、NFTテクノロジーの活用

可能性は多岐にわたります。さらに、書籍自体は一度印刷されてしまうと内容

を改変できませんが、NFTはデジタルであるがゆえに、付帯した時点から、後

追い的に内容を変えられる、つまり可変可能という点も大きな特長といえます。

　現在、NFTが活用されている代表例としてデジタルアートが挙げられます。

このモデルではNFTそのものを高値で売買しますが、一点物であるためボラティリティも非常に高く、楽しめるユーザーも限ら

れてしまいます。反面、当社グループが提供する「Fan Top」では、ユーザーは数百円から手に入れることができるだけでなく、

クリエイターへの印税分配も前提としています。ただし、1回のトランザクション金額がデジタルアート等と比較すると圧倒的に

小さいため、薄利多売のモデルになることは避けられず、広く多くのユーザーに使っていただけるようなサービス設計をしなけ

れば成立しません。しかし、これらは、「ひとつでも多くのコンテンツを、ひとりでも多くの人へ」届けるために超えるべき課題で

あり、この事業の面白いところでもあると感じています。

NFTについて

メディアドゥのNFT

これまでの 
デジタルコンテンツ

中央集権型システム

あり 
（同じコンテンツなら誰が持っていても同じもの）

一般に配信されてきた電子書籍、音楽、映像
（Kindle、YouTube、Spotifyなど）

NFT 
（Non-Fungible Token）

非中央集権型システム（パブリックチェーン）

なし 
（識別番号を持ち、同じものがなく、所有証明があるデータ）

コレクションアイテム
（デジタル収集品：NBA Top Shot、CryptoKittiesなど）

具体例

代替性

技術

             の概念 “消費”の概念“所有”“所有”

執行役員 
（グループ統合特命／社長室担当／FanTop事業担当）

鈴
す ず む ら

村 元
はじめ

コンテンツの可能性を切り拓く
特集2
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